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景気回復した場合、物の製造系派遣を「現状維持」「減少」と
見込む一方、請負・アウトソーシングは「増やす」方針

今後の雇用ポートフォリオと人事戦略に関する調査

　

二
〇
〇
八
年
九
月
一
五
日
に
ア
メ
リ
カ
大

手
証
券
会
社
リ
ー
マ
ン
・
ブ
ラ
ザ
ー
ズ
が
経

営
破
綻
し
、
世
界
経
済
に
衝
撃
を
与
え
た
。

そ
の
後
、
こ
の
「
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
」
に

よ
っ
て
、
そ
れ
ま
で
好
景
気
が
続
い
て
い
た

日
本
経
済
が
一
気
に
冷
え
込
み
、
非
正
規
雇

用
（
派
遣
労
働
者
を
含
む
）
の
雇
い
止
め
を

中
心
に
雇
用
調
整
が
な
さ
れ
た
。
当
機
構
で

は
、
非
正
社
員
比
率
の
上
昇
や
社
外
人
材
の

活
用
が
進
む
な
か
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前

後
で
、
企
業
の
人
事
戦
略
が
ど
の
よ
う
に
変

化
し
て
い
る
の
か
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
、

二
〇
〇
九
年
九
月
、「
今
後
の
雇
用
ポ
ー
ト

フ
ォ
リ
オ
と
人
事
戦
略
に
関
す
る
調
査
」（
以

下
、「
二
〇
〇
九
年
調
査
」
と
略
）
を
実
施
し

た
。

　

な
お
、
本
調
査
は
、
二
〇
〇
七
年
に
実
施

し
た
「
雇
用
シ
ス
テ
ム
と
人
事
戦
略
に
関
す

る
調
査
」（
以
下
、「
二
〇
〇
七
年
調
査
」と
略
）

と
雇
用
調
整
に
関
す
る
項
目
な
ど
一
部
同
一

設
問
を
設
け
て
お
り
、
二
〇
〇
七
年
調
査
と

二
〇
〇
九
年
調
査
の
比
較
が
可
能
で
あ
る

（
１
）。

　

調
査
対
象
は
、
上
場
企
業
（
上
場
一
部
・

二
部
）
全
数
二
四
五
三
社
。
有
効
回
収
数
は

二
二
三
社
（
有
効
回
収
率
、
九
・
一
％
）
で

あ
る（
２
）。

１
．
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
と
雇
用

調
整

影
響
の
あ
っ
た
企
業
の
９
割
で
雇
用
調
整
を

実
施

　

ま
ず
、
二
〇
〇
九
年
調
査
で
は
、
リ
ー
マ

ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
金
融
危
機
の
影
響
に
つ

い
て
尋
ね
た
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
、「
非
常
に
深

刻
な
影
響
」（
三
四
・
五
％
）、「
や
や
深
刻
な

影
響
」（
四
五
・
三
％
）
を
合
わ
せ
て
「
影
響

が
あ
っ
た
」
と
す
る
の
は
、
七
九
・
八
％
と

約
八
割
に
の
ぼ
っ
て
い
る
。

　

規
模
別
に
み
る
と
、「
五
〇
〇
〇
人
以
上
」

「
三
〇
〇
〜
一
〇
〇
〇
人
未
満
」
で
「
影
響

が
あ
っ
た
」
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
。
こ

れ
を
業
種
別
に
み
る
と
、「
非
常
に
深
刻
な
影

響
」と
す
る
割
合
が
も
っ
と
も
高
い
の
は「
運

輸
業
・
情
報
通
信
業
」（
四
七
・
一
％
）
で
、

次
い
で
「
製
造
業
」（
四
六
・
七
％
）
と
な
っ

て
い
る
（
図
表
１
）。

新
規
採
用
抑
制
や
非
正
社
員
の
雇
止
め
を
中

心
に
実
施

　

二
〇
〇
九
年
調
査
で
は
、
二
〇
〇
七
年
調

査
と
同
じ
設
問
形
式
で
、
過
去
二
年
間
の
雇

用
調
整
施
策
の
実
施
状
況
を
聞
い
た
。
二
〇

〇
九
年
調
査
で
は
、
七
六
・
七
％
の
企
業
が

何
ら
か
の
雇
用
調
整
に
か
か
わ
る
施
策
を
実

施（
３
）し
て
お
り
、
二
〇
〇
七
年
調
査
と
比

較
す
る
と
、
三
〇
・
七
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
て

い
る
（
図
表
２
）。

　

二
〇
〇
九
年
調
査
に
つ
い
て
、
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
の
認
識
別（
４
）に
み
る
と
、
リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
に
非
常
に
深
刻
な
影
響
を
受

け
た
と
す
る
企
業
で
雇
用
調
整
を
実
施
し
た

企
業
は
九
〇
・
九
％
だ
っ
た
。
こ
れ
を
業
種

別
に
み
る
と
、「
運
輸
業
・
情
報
通
信
業
」
で

八
八
・
二
％
、「
製
造
業
」
で
八
八
・
〇
％
な

　（上場企業 223 社の回答を集計）　 調査・解析部　

図表１：リーマンショック以降の金融危機の影響についての認識
（単位＝％）〔2009年調査〕

ｎ
数

非
常
に
深
刻
な
影
響

や
や
深
刻
な
影
響

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

ほ
と
ん
ど
影
響
は
な
い

全
く
影
響
は
な
い

無
回
答

計 223 34.5 45.3 12.6 3.1 0.0 4.5
＜規模別＞
　３００人未満 47 38.3 42.6 12.8 2.1 0.0 4.3
　３００～１０００人未満 64 40.6 46.9 9.4 0.0 0.0 3.1
　１０００～５０００人未満 66 22.7 48.5 19.7 6.1 0.0 3.0
　５０００人以上 35 42.9 42.9 8.6 2.9 0.0 2.9
＜産業別＞
　建設業 23 30.4 43.5 17.4 0.0 0.0 8.7
　製造業 92 46.7 43.5 9.8 0.0 0.0 0.0
　卸売・小売業、飲食店・宿泊業 34 23.5 55.9 14.7 5.9 0.0 0.0
　運輸業・情報通信業 17 47.1 47.1 0.0 5.9 0.0 0.0
　金融・保険業、不動産 22 31.8 40.9 18.2 4.5 0.0 4.5
　サービス業 18 22.2 44.4 22.2 11.1 0.0 0.0

図表２：過去2年間の雇用調整施策の実施状況（時系列比較）
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ど
、そ
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る（
図
表
３
）。

　

過
去
二
年
間
の
雇
用
調
整
の
具
体
的
な
内

容
に
つ
い
て
二
〇
〇
七
年
調
査
と
二
〇
〇
九

年
調
査
を
比
較
し
た
と
こ
ろ
、
二
〇
〇
七
年

調
査
で
は
「
出
向
・
転
籍
」「
不
採
算
部
門
の

縮
小
・
廃
止
、
事
業
所
閉
鎖
」「
配
置
転
換
」

を
中
心
に
雇
用
調
整
が
実
施
さ
れ
て
い
た
が
、

二
〇
〇
九
年
調
査
で
は
、「
新
規
採
用
抑
制
」

（
五
三
・
二
％
）、「
契
約
社
員
、
臨
時
・
パ
ー

ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
雇
用
契
約
不
更
新
」（
五

二
・
〇
％
）、「
不
採
算
部
門
の
縮
小
・
廃
止
、

事
業
所
閉
鎖
」（
四
五
・
六
％
）、「
出
向
・
転

籍
」（
四
五
・
〇
％
）、「
一
時
金
の
カ
ッ
ト
」（
四

二
・
一
％
）、「
残
業
規
制
」（
四
二
・
一
％
）

な
ど
の
順
と
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
二
〇

〇
七
年
調
査
、
二
〇
〇
九
年
調
査
と
も
に
、

「
解
雇
」
や
「
賃
下
げ
」
の
割
合
が
低
い
こ

と
は
共
通
し
て
お
り
、「
希
望
退
職
の
募
集
、

早
期
退
職
優
遇
制
度
の
創
設
・
拡
充
」
は
二

〇
〇
七
年
調
査
が
一
九
・
七
％
、
二
〇
〇
九

年
調
査
が
一
九
・
三
％
と
ほ
と
ん
ど
同
じ
割

合
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
４
）。
二
〇
〇
九

年
調
査
で
の
雇
用
調
整
策
は
、
現
在
在
籍
し

て
い
る
正
社
員
の
雇
用
を
維
持
し
つ
つ
、
新

規
採
用
抑
制
や
非
正
社
員
の
雇
い
止
め
な
ど

を
中
心
に
実
施
さ
れ
た
こ
と
が
示
唆
さ
れ
る
。

２
．
リ
ー
マ
ン
前
後
の
各
就
業
形

態
の
増
減

い
ず
れ
の
就
業
形
態
も
「
減
っ
た
」
が
「
増

え
た
」
を
上
回
る

　

二
〇
〇
四
年
頃
か
ら
二
〇
〇
八
年
半
ば
ま

で
（
二
〇
〇
四
年
頃
か
ら
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ

ク
前
ま
で
）
の
雇
用
の
増
減
状
況（
５
）を
尋

ね
た
と
こ
ろ
、
正
社
員
が
「
減
っ
た
」
の
は

三
九
・
三
％
で
、「
増
え
た
」
の
三
七
・
四
％

と
ほ
ぼ
拮
抗
し
て
い
る
。
非
正
社
員
の
増
減

を
み
る
と
、
四
九
・
二
％
と
約
半
数
の
企
業

が
「
増
え
た
」
と
し
て
お
り
、
そ
の
割
合
は

「
減
っ
た
」
と
す
る
企
業
割
合
を
上
回
る
。

派
遣
労
働
者
（
事
務
系
、
技
術
系
、
物
の
製

造
系
）
も
「
増
え
た
」
と
す
る
企
業
割
合
が

「
減
っ
た
」
と
す
る
企
業
割
合
を
上
回
っ
た

（
図
表
５
）。
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前
、
企

図表３：過去2年間の雇用調整施策の実施の状況〔2009年調査〕
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2009年調査(n=223)
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※過去2年間の何らかの雇用調整を実施した企業を対象に集計。

図表４：過去2年間の具体的な雇用調整策（時系列比較）（複数回答、単位＝％）
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※無回答、「2004年も2008年半ばも該当する者がいない」を除いて集計。

図表５：2004年頃から2008年半ばまで（リーマンショック前）の増減状況〔2009年調査〕
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業
は
非
正
社
員
を
中
心
に
雇
用
を
増
や
し
て

き
た
姿
が
垣
間
見
え
る
。

　

次
に
、
二
〇
〇
八
年
半
ば
か
ら
現
在
ま
で

（
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
か
ら
現
在
ま
で
）

の
雇
用
の
増
減
状
況（
６
）を
尋
ね
た
と
こ
ろ
、

正
社
員
が
「
減
っ
た
」
が
三
一
・
八
％
で
、「
増

え
た
」
の
二
六
・
一
％
を
上
回
っ
て
い
る
。

非
正
社
員
も
「
減
っ
た
」
が
四
一
・
四
％
で

「
増
え
た
」
の
二
〇
・
四
％
を
上
回
っ
て
い

る
。
ま
た
、
派
遣
労
働
者
（
事
務
系
、
技
術

系
、
物
の
製
造
系
）
の
増
減
は
、「
増
え
た
」

と
す
る
企
業
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、「
減
っ
た
」

と
す
る
企
業
割
合
は
、事
務
系
が
五
七
・
二
％
、

技
術
系
が
五
四
・
七
％
、
物
の
製
造
系
が
六

八
・
八
％
に
の
ぼ
っ
て
い
る（
図
表
６
）。リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
、
派
遣
労
働
者
を
中
心
に

雇
用
を
削
減
し
た
状
況
が
示
唆
さ
れ
る
。

　

そ
こ
で
、
各
就
業
形
態
の
増
減
状
況
を
無

回
答
と
「
二
〇
〇
八
年
半
ば
も
現
在
も
、
該

当
す
る
者
が
い
な
い
」
を
除
い
た
う
え
で
、

雇
用
調
整
策
の
実
施
経
験
別
に
み
た
。
そ
の

結
果
、
い
ず
れ
の
就
業
形
態
も
雇
用
調
整
策

の
実
施
企
業
の
ほ
う
が
未
実
施
企
業
に
比
べ
、

「
減
っ
た
」
と
す
る
割
合
が
高
い
。
な
お
、

雇
用
調
整
策
の
未
実
施
企
業
で
は
、
正
社
員

と
非
正
社
員
に
つ
い
て
は
、「
増
え
た
」
企
業

が
「
減
っ
た
」
と
す
る
企
業
を
上
回
っ
て
い

る
（
図
表
７
）。

　

以
上
を
踏
ま
え
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前

後
を
比
較
す
る
と
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前

ま
で
は
、
非
正
社
員
を
中
心
に
増
加
傾
向
に

あ
る
企
業
が
多
か
っ
た
が
、
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
を
経
て
、
派
遣
労
働
者
を
中
心
に

（
非
正
社
員
含
む
）
雇
用
を
減
少
さ
せ
た
企

業
が
多
か
っ
た
こ
と
が
う
か
が
え
る
。

３
．
将
来
の
雇
用
・
受
け
入
れ
方

針景
気
が
回
復
し
て
も
６
割
が
現
状
維
持

　

将
来
、
景
気
が
回
復
し
た
際
（
例
え
ば
、

二
〇
〇
八
年
九
月
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以

前
の
景
気
水
準
へ
の
回
復
等
）
の
雇
用
・
受

け
入
れ
方
針
を
尋
ね
た
と
こ
ろ
（
無
回
答
お

よ
び
「
該
当
す
る
者
が
い
な
い
・
受
け
入
れ

方
針
な
し
」
を
除
い
て
集
計
）、
い
ず
れ
の

就
業
形
態
も
「
現
状
維
持
」
と
す
る
割
合
が

も
っ
と
も
高
く
な
っ
た
。
将
来
景
気
が
回
復

し
た
と
し
て
も
六
割
前
後
の
企
業
は
い
ず
れ

の
就
業
形
態
も
、
現
状
の
ま
ま
雇
用
を
維
持

し
た
い
と
考
え
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。

　

増
減
の
意
向
に
つ
い
て
み
る
と
、
正
社
員

で
は
、「
増
や
す
」（「
か
な
り
増
や
す
」+

「
や

や
増
や
す
」。
以
下
同
じ
。）
が
三
〇
・
五
％

と
な
っ
て
お
り
、「
減
ら
す
」（「
か
な
り
減
ら

す
」+

「
や
や
減
ら
す
」。
以
下
同
じ
。）の
七
・

一
％
を
上
回
っ
て
い
る
。
非
正
社
員
も
、「
増

や
す
」
が
「
減
ら
す
」
を
上
回
っ
て
い
る
。

将
来
、
景
気
が
回
復
し
た
場
合
、
正
社
員
、

非
正
社
員
を
中
心
に
雇
用
を
「
増
や
す
」
意

向
を
持
つ
企
業
割
合
は
、「
減
ら
す
」
と
す
る

企
業
割
合
よ
り
も
高
い
よ
う
で
あ
る
。

　

次
に
、
派
遣
労
働
者
（
事
務
系
、
技
術
系
、

物
の
製
造
系
）
に
つ
い
て
み
る
と
、
い
ず
れ

も
「
減
ら
す
」
が
「
増
や
す
」
を
上
回
っ
て

い
る
。
正
社
員
、
非
正
社
員
に
比
べ
、
派
遣

労
働
者
の
受
け
入
れ
増
加
の
割
合
は
低
い
よ

う
で
あ
る
。
そ
の
一
方
で
、
請
負
・
ア
ウ
ト

ソ
ー
シ
ン
グ
は
、「
増
や
す
」
が
三
六
・
三
％

で
あ
り
、「
減
ら
す
」（
八
・
八
％
）
を
大
き
く

上
回
っ
て
い
る
（
図
表
８
）。

26.1 26.1 

20.4 20.4 

5.8 5.8 

2.8 2.8 

3.8 3.8 

42.2 42.2 

38.2 38.2 

37.0 37.0 

42.5 42.5 

27.5 27.5 

31.8 31.8 

41.4 41.4 

57.2 57.2 

54.7 54.7 

68.8 68.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員(n=211)

非正社員(n=191)

派遣労働者（事務系）(n=173)

派遣労働者（技術系）(n=106)

派遣労働者（物の製造系）(n=80)

増えた 変わらない 減った

※無回答、「2008年半ばも現在も、該当する者がいない」を除いて集計。

図表６：2008年半ばから現在まで（リーマンショック後）の増減状況〔2009年調査〕

図表７：2008年半ばから現在までの各就業形態の増減状況
（雇用調整策の実施経験別）（単位＝％）〔2009年調査〕

（ａ）正社員 （ｂ）非正社員 （ｃ）派遣労働者（事務系）

n数 増えた 変わらない 減った n数 増えた 変わらない 減った n数 増えた 変わらない 減った

計 211 26.1 42.2 31.8 191 20.4 38.2 41.4 173 5.8 37.0 57.2
＜雇用調整策の実施経験別＞
　雇用調整策の実施企業 163 25.2 38.0 36.8 150 17.3 33.3 49.3 133 3.8 32.3 63.9
　雇用調整策の未実施企業 46 28.3 56.5 15.2 40 30.0 57.5 12.5 39 10.3 53.8 35.9
（続き）

（ｄ）派遣労働者（技術系） （ｅ）派遣労働者（物の製造系）

n数 増えた 変わらない 減った n数 増えた 変わらない 減った

計 106 2.8 42.5 54.7 80 3.8 27.5 68.8
＜雇用調整策の実施経験別＞
　雇用調整策の実施企業 83 2.4 38.6 59.0 67 4.5 20.9 74.6
　雇用調整策の未実施企業 23 4.3 56.5 39.1 13 0.0 61.5 38.5
※無回答、「2008 年半ばも現在も、該当するものがいない」を除き集計。

図表８：将来景気回復した際の雇用・受け入れ方針〔2009年調査〕
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そ
こ
で
、
将
来
の
派
遣
労
働
者
（
物
の
製

造
系
）
の
受
け
入
れ
方
針
別
に
、
請
負
・
ア

ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
受
け
入
れ
方
針
を
み
る

と
、
派
遣
労
働
者
（
物
の
製
造
系
）
を
「
減

ら
す
」
と
す
る
企
業
の
五
八
・
九
％
（「
か

な
り
増
や
す
」
一
一
・
八
％
＋
「
や
や
増
や

す
」
四
七
・
一
％
）
は
、
将
来
、
請
負
・
ア

ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
増
や
す
と
回
答
し
て
い

る
（
図
表
９
）。

４
．
雇
用
減
少
企
業
の
将
来
の
雇

用
方
針

現
状
維
持
が
最
多
、
物
の
製
造
と
事
務
系
派

遣
は
減
ら
す
意
向

　

二
〇
〇
八
年
半
ば
か
ら
現
在
ま
で
（
リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
）
に
雇
用
を
減
少
さ
せ
た

企
業
は
、
将
来
、
景
気
回
復
期
に
雇
用
を
回

復
さ
せ
る
の
だ
ろ
う
か
。
就
業
形
態
ご
と
に

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
雇
用
増
減
状
況
別

に
将
来
（
景
気
回
復
期
）
の
雇
用
・
受
け
入

れ
方
針
を
み
る
こ
と
と
し
よ
う
。

　

ま
ず
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
正
社
員

の
増
減
状
況
別
に
、
将
来
（
景
気
回
復
期
）

の
正
社
員
の
雇
用
方
針
を
み
る
と
、
リ
ー
マ

ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
正
社
員
の
雇
用
の
増
減
に

か
か
わ
ら
ず
、
将
来
景
気
回
復
し
た
と
し
て

も
、
正
社
員
の
雇
用
を
「
現
状
維
持
」
と
す

る
企
業
が
六
割
と
な
っ
て
い
る
。
と
く
に

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
に
正
社
員
が
「
減
っ

た
」
企
業
で
は
、
将
来
景
気
が
回
復
し
た
と

し
て
も
、
正
社
員
の
雇
用
を
「
増
や
す
」
と

す
る
企
業
は
二
三
・
一
％
で
あ
り
、「
減
ら
す
」

と
す
る
企
業
（
一
六
・
九
％
）
を
わ
ず
か
に

上
回
っ
て
い
る
（
図
表
10
）。

　

ま
た
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
非
正
社

員
の
増
減
状
況
別
に
、将
来（
景
気
回
復
期
）

の
非
正
社
員
の
雇
用
方
針
を
み
る
と
、
リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
に
、
非
正
社
員
が
「
減
っ

た
」と
す
る
企
業
で
は
、将
来
、「
現
状
維
持
」

と
す
る
企
業
が
五
一
・
四
％
と
も
っ
と
も
多

い
。「
増
や
す
」
と
す
る
企
業
は
二
八
・
四
％

図表９：将来の派遣労働者（物の製造系）受け入れ方針別にみた
請負・アウトソーシングの受け入れ方針〔2009年調査〕

30.5 30.5 

35.2 35.2 

32.6 32.6 

23.1 23.1 

62.4 62.4 

63.0 63.0 

64.0 64.0 

60.0 60.0 

7.1 7.1 

1.9 1.9 

3.4 3.4 

16.9 16.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計(n=210)

増えた(n=54)

変わらない(n=89)

減った(n=65)

増やす 現状維持 減らす

＜リーマンショック後の
正社員の増減状況別＞

※無回答、「該当するものがいない・受け入れ方針なし」を除いて集計。「増やす」は「かなり増やす」と
 「やや増やす」の合計。「減らす」は「かなり減らす」と「やや減らす」の合計。

図表10：リーマンショック後の正社員の増減状況別にみた
将来（景気回復期）の正社員の雇用方針〔2009年調査〕

24.0 24.0 

43.6 43.6 

9.7 9.7 

28.4 28.4 

65.2 65.2 

51.3 51.3 

86.1 86.1 

51.4 51.4 

10.7 10.7 

5.1 5.1 

4.2 4.2 

20.3 20.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計(n=187)

増えた(n=39)

変わらない(n=72)

減った(n=74)

増やす 現状維持 減らす

＜リーマンショック後の
非正社員の増減状況別＞

※無回答、「該当するものがいない・受け入れ方針なし」を除いて集計。「増やす」は「かなり増やす」と
 「やや増やす」の合計。「減らす」は「かなり減らす」と「やや減らす」の合計。

図表11：リーマンショック後の非正社員の増減状況別にみた
将来（景気回復期）の非正社員の雇用方針〔2009年調査〕

8.2 8.2 

2.7 2.7 

12.2 12.2 

70.0 70.0 

82.4 82.4 

60.0 60.0 

21.8 21.8 

14.9 14.9 

27.8 27.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計(n=170)

増えた・変わらない(n=74)

減った(n=90)

増やす 現状維持 減らす

＜リーマンショック後の
派遣労働者（事務系）の
増減状況別＞

※無回答、「該当するものがいない・受け入れ方針なし」を除いて集計。「増やす」は「かなり増やす」と
 「やや増やす」の合計。「減らす」は「かなり減らす」と「やや減らす」の合計。

図表12：リーマンショック後の派遣労働者（事務系）の増減状況別にみた
将来（景気回復期）の派遣労働者（事務系）の受け入れ方針〔2009年調査〕
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で
、「
減
ら
す
」
と
す
る
企
業
（
二
〇
・
三
％
）

を
上
回
っ
て
い
る
（
図
表
11
）。

　

次
に
、
派
遣
労
働
者
（
事
務
系
、
技
術
系
、

物
の
製
造
系
）に
つ
い
て
、リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ

ク
後
の
増
減
状
況
別
に
み
る
と
、
派
遣
労
働

者
が
「
減
っ
た
」
と
す
る
企
業
で
は
、
い
ず

れ
も
、
将
来
、
約
六
割
の
企
業
が
「
現
状
維

持
」
と
回
答
し
て
い
る
。
と
く
に
事
務
系
、

物
の
製
造
系
の
派
遣
労
働
者
で
は
、「
減
ら

す
」
が
「
増
や
す
」
を
上
回
っ
て
い
る
。
技

術
系
派
遣
労
働
者
で
は
、「
増
や
す
」（
二
二
・

二
％
）
が
「
減
ら
す
」（
一
八
・
五
％
）
を
わ

ず
か
に
上
回
っ
て
い
る
程
度
で
あ
る
（
図
表

12
、
図
表
13
、
図
表
14
）。

　

以
上
を
踏
ま
え
る
と
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ

ク
後
に
雇
用
を
減
ら
し
た
企
業
で
は
、
将
来

景
気
が
回
復
し
た
場
合
、
い
ず
れ
の
就
業
形

態
も
「
現
状
維
持
」
が
も
っ
と
も
割
合
が
高

い
。
正
社
員
、
非
正
社
員
、
技
術
系
派
遣
労

働
者
に
つ
い
て
は
「
増
や
す
」
と
の
意
向
を

持
つ
企
業
が
「
減
ら
す
」
と
す
る
企
業
を
上

回
る
が
、
事
務
系
お
よ
び
物
の
製
造
系
の
派

遣
労
働
者
に
つ
い
て
は
「
減
ら
す
」
と
の
意

向
を
持
つ
企
業
が
「
増
や
す
」
と
す
る
企
業

を
上
回
っ
て
い
る
。

５
．
将
来
の
正
社
員
の
雇
用
方
針

の
影
響

正
・
非
と
も
両
方
増
と
減
に
二
分

　

将
来
（
景
気
回
復
期
）
の
正
社
員
の
雇
用

方
針
は
非
正
社
員
の
雇
用
方
針
と
ど
の
よ
う

な
関
係
に
あ
る
の
だ
ろ
う
か
。
将
来
の
正
社

員
の
雇
用
方
針
別
に
非
正
社
員
の
雇
用
方
針

を
み
る
と
、
将
来
、
正
社
員
を
「
増
や
す
」

と
す
る
企
業
の
五
二
・
六
％
は
非
正
社
員
も

「
増
や
す
」
と
し
て
い
る
。
正
社
員
を
「
増

や
す
」
と
す
る
企
業
で
は
、
正
社
員
と
連
動

し
て
「
非
正
社
員
」
も
増
や
し
た
い
と
考
え

る
傾
向
に
あ
る
。
一
方
、
正
社
員
を
「
減
ら

す
」
と
す
る
企
業
の
半
数
（
五
七
・
一
％
）

は
、
非
正
社
員
も
「
減
ら
す
」
と
考
え
て
い

る
（
図
表
15
）。
正
社
員
を
減
少
さ
せ
る
方

針
の
企
業
で
は
そ
の
代
替
と
し
て
非
正
社
員

を
「
増
や
す
」
と
す
る
企
業
は
少
な
く
（
七
・

14.3 14.3 

6.5 6.5 

22.2 22.2 

70.5 70.5 

82.6 82.6 

59.3 59.3 

15.215.2

10.910.9

18.518.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計（n=112)

増えた・変わらない(n=46)

減った(n=54)

増やす 現状維持 減らす

＜リーマンショック後の派
遣労働者（技術系）の増減
状況別＞

※無回答、「該当するものがいない・受け入れ方針なし」を除いて集計。「増やす」は「かなり増やす」と
 「やや増やす」の合計。「減らす」は「かなり減らす」と「やや減らす」の合計。

図表13：リーマンショック後の派遣労働者（技術系）の増減状況別にみた
将来（景気回復期）の派遣労働者（技術系）の受け入れ方針〔2009年調査〕

11.0 11.0 

0.0 0.0 

18.8 18.8 

68.3 68.3 

75.0 75.0 

60.4 60.4 

20.8 20.8 

25.0 25.0 

20.8 20.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計（n=82)

増えた・変わらない(n=24)

減った(n=48)

増やす 現状維持 減らす

＜リーマンショック後の
派遣労働者（物の製造
系）の増減状況別＞

※無回答、「該当するものがいない・受け入れ方針なし」を除いて集計。「増やす」は「かなり増やす」と
 「やや増やす」の合計。「減らす」は「かなり減らす」と「やや減らす」の合計。

図表14：リーマンショック後の派遣労働者（物の製造系）の増減状況別にみた
将来（景気回復期）の派遣労働者（物の製造系）の受け入れ方針〔2009年調査〕

52.6 52.6 

12.1 12.1 

7.1 7.1 

42.1 42.1 

80.2 80.2 

35.7 35.7 

5.3 5.3 

7.8 7.8 

57.1 57.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増やす(n=57)

現状維持(n=116)

減らす(n=14)

増やす 現状維持 減らす

＜将来の正社員の
  雇用方針別＞

※無回答、「該当者する者がいない・受け入れ方針なし」を除いて集計。「増やす」は「かなり増やす」
 「やや増やす」の合計。「減らす」は「かなり減らす」「やや減らす」の合計のこと。

図表15：将来（景気回復期）の正社員の受け入れ方針別にみた
非正社員の雇用方針〔2009年調査〕

18.5 18.5 

3.9 3.9 

0.0 0.0 

63.0 63.0 

77.7 77.7 

38.5 38.5 

18.5 18.5 

18.4 18.4 

61.5 61.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増やす(n=54)

現状維持(n=103)

減らす(n=13)

増やす 現状維持 減らす

＜将来の正社員の
  雇用方針別＞

※無回答、「該当者する者がいない・受け入れ方針なし」を除いて集計。「増やす」は「かなり増やす」
 「やや増やす」の合計。「減らす」は「かなり減らす」「やや減らす」の合計のこと。

図表16：将来（景気回復期）の正社員の雇用方針別にみた
派遣労働者（事務系）の受け入れ方針〔2009年調査〕
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一
％
）、
正
社
員
の
雇
用
を
減
ら
す
と
同
時

に
非
正
社
員
も
減
少
さ
せ
る
方
針
（
五
七
・

一
％
）
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　

同
様
に
、
将
来
、
正
社
員
を
「
増
や
す
」

と
す
る
企
業
で
は
、
事
務
系
の
派
遣
労
働
者

の
受
け
入
れ
を
「
現
状
維
持
」
す
る
企
業
の

割
合
が
も
っ
と
も
高
く
、「
増
や
す
」
と
す
る

企
業
も
一
八
・
五
％
程
度
と
な
っ
て
お
り
、

「
減
ら
す
」（
一
八
・
五
％
）
と
「
増
や
す
」

は
拮
抗
し
て
い
る
。
一
方
、
正
社
員
を
「
減

ら
す
」
と
す
る
企
業
の
六
割
（
六
一
・
五
％
）

は
、
事
務
系
派
遣
労
働
者
も
「
減
ら
す
」
と

考
え
て
い
る
（
図
表
16
）。
正
社
員
を
減
少

さ
せ
る
方
針
の
企
業
で
は
そ
の
代
替
と
し
て

事
務
系
派
遣
労
働
者
を
「
増
や
す
」
と
す
る

企
業
は
少
な
い
よ
う
で
あ
る
。

　

以
上
を
踏
ま
え
る
と
、
景
気
が
回
復
す
る

と
と
も
に
正
社
員
を
増
加
さ
せ
る
企
業
で
は

そ
れ
と
連
動
し
て
、
非
正
社
員
を
増
や
す
と

考
え
る
企
業
が
約
半
数
（
五
二
・
六
％
）
あ
っ

た
こ
と
と
比
べ
、
事
務
系
派
遣
労
働
者
の
場

合
、
正
社
員
の
増
加
と
と
も
に
増
え
る
割
合

は
そ
れ
ほ
ど
高
く
な
さ
そ
う
で
あ
る
。
な
お
、

将
来
、
正
社
員
を
減
ら
す
意
向
の
企
業
で
は
、

非
正
社
員
、
事
務
系
派
遣
労
働
者
と
も
に
減

少
さ
せ
る
方
針
で
あ
る
点
で
は
違
い
が
な
く
、

正
社
員
の
代
替
と
し
て
、
非
正
社
員
、
派
遣

社
員
を
増
や
す
傾
向
は
あ
ま
り
み
ら
れ
な
い
。

〔
注
〕

１
．
二
〇
〇
七
年
調
査
の
調
査
結
果
に
つ
い
て
は
、
調
査

シ
リ
ー
ズ
№
53
「
雇
用
シ
ス
テ
ム
と
人
事
戦
略
に
関
す

る

調

査
（http://w

w
w
.jil.go.jp/institute/

research/2009/053.htm

）
参
照
。

２
．
二
〇
〇
七
年
調
査
は
調
査
対
象
が
上
場
企
業
二
五
五

二
社
で
、有
効
回
収
数
二
九
八
社
（
有
効
回
収
率
一
一
・

七
％
）。

３
．
こ
こ
で
の
「
雇
用
調
整
施
策
の
未
実
施
」
と
は
、
本

設
問
で
、「
こ
こ
二
年
間
に
雇
用
調
整
に
あ
た
る
こ
と
は

し
て
い
な
い
」
を
選
択
し
た
企
業
の
こ
と
。「
雇
用
調

整
施
策
の
実
施
」
と
は
、「
解
雇
」「
希
望
退
職
の
募
集
、

早
期
退
職
優
遇
制
度
の
創
設
・
拡
充
」「
出
向
、
転
籍
」

「
一
時
金
の
カ
ッ
ト
」「
賃
上
げ
の
抑
制
」「
賃
下
げ
」「
不

採
算
部
門
の
縮
小
・
廃
止
、
事
業
所
の
閉
鎖
」「
一
時
休

業
」「
新
規
採
用
抑
制
」「
配
置
転
換
」「
残
業
規
制
」「
契
約

社
員
、
臨
時
・
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
雇
用
契
約
の

不
更
新
」「
そ
の
他
」
の
い
ず
れ
か
を
選
択
し
た
企
業
の

こ
と
（
以
下
、
同
じ
）。

４
．
二
〇
〇
八
年
九
月
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
金

融
危
機
の
影
響
に
つ
い
て
、「
非
常
に
深
刻
な
影
響
」
と

回
答
し
た
企
業
と
そ
れ
以
外
に
分
け
た
。

５
．
二
〇
〇
八
年
九
月
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
金

融
危
機
の
影
響
に
つ
い
て
、「
非
常
に
深
刻
な
影
響
」
と

回
答
し
た
企
業
と
そ
れ
以
外
に
分
け
た
。

６
．
本
稿
で
は
、「
二
〇
〇
四
年
頃
か
ら
二
〇
〇
八
年
半
ば

ま
で
」
を
「
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前
」
と
表
記
す
る
（
以

下
、
同
じ
）。

７
．
本
稿
で
は
、「
二
〇
〇
八
年
半
ば
か
ら
現
在
ま
で
」
を

「
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
」
と
表
記
す
る
（
以
下
、
同

じ
）。

（
調
査
・
解
析
部　

奥
田
栄
二
）
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